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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　超音波の放射方向側の前面および該前面の反対側の面である背面において、それぞれ前
面電極および背面電極が設けられるとともに圧電性を有する複数の超音波振動子と、
　前記超音波振動子の前記背面側に配置され、前記背面電極それぞれに対応する位置にお
いて前記放射方向側の面から反対側の面へ貫通する貫通電極が設けられ、かつ前記背面電
極と直接または間接に接続された基板と、
　前記基板における前記背面電極側の面と反対側の面に接続され、かつ前記超音波振動子
それぞれから該基板の前記貫通電極を介して電気信号を受け、少なくとも該電気信号に加
算処理を行って、該超音波振動子それぞれからの該貫通電極数よりも少ない信号路数に減
ずる電子回路と、
　前記電子回路の前記基板側の面における前記貫通電極に対応する位置に接続された端子
電極と、
　前記超音波振動子の前記反対側に配置されるとともに、該超音波振動子との間に前記基
板および前記電子回路を挟むように設けられたバッキング材と、
　を備え、
　前記貫通電極と前記端子電極とが導通することによって前記背面電極と前記電子回路と
が導通されること、
　を特徴とする超音波トランスデューサ。
【請求項２】
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　前記電子回路はベアチップであり、
　前記基板は、可撓性を有するフレキシブル基板であり、前記背面電極と重なり合わない
部分であるとともに、前記電子回路と重なり合う部分において、該電子回路と接続される
端子を備えていること、
　を特徴とする請求項１に記載の超音波トランスデューサ。
【請求項３】
　前記電子回路における、前記バッキング材から前記超音波振動子へ向かう方向の長さは
、およそ０．０５ｍｍから０．３ｍｍの範囲であること、
　を特徴とする請求項１に記載の超音波トランスデューサ。
【請求項４】
　前記バッキング材は、音響インピーダンスが１０ＭＲａｙｌから１５ＭＲａｙｌの範囲
の材料によって構成されていること、
　を特徴とする請求項１に記載の超音波トランスデューサ。
【請求項５】
　前記バッキング材の材料は、多孔質のセラミックにエポキシまたはウレタンまたはシリ
コーン樹脂を含漬したものであること、
　を特徴とする請求項４に記載の超音波トランスデューサ。
【請求項６】
　前記電子回路と前記バッキング材との間に設けられ、該バッキング材よりも音響インピ
ーダンスが小さく、かつ該バッキング材から前記超音波振動子へ向かう方向の長さが、該
電子回路よりも短い背面整合層を備えたこと、
　を特徴とする請求項１に記載の超音波トランスデューサ。
【請求項７】
　前記背面整合層は、ポリイミドまたはポリエステルのフィルムによって構成されている
こと
　を特徴とする請求項６に記載の超音波トランスデューサ。
【請求項８】
　前記超音波振動子と前記基板との間に該超音波振動子より音響インピーダンスが高く、
かつ導電性を有する整合層が設けられていること、
　を特徴とする請求項１に記載の超音波トランスデューサ。
【請求項９】
　超音波トランスデューサを有する超音波プローブであって、
　前記超音波トランスデューサが、
　超音波の放射方向側の前面および該前面の反対側の面である背面において、それぞれ前
面電極および背面電極が設けられるとともに圧電性を有する複数の超音波振動子と、
　前記超音波振動子の前記背面側に配置され、前記背面電極それぞれに対応する位置にお
いて前記放射方向側の面から反対側の面へ貫通する貫通電極が設けられ、かつ前記背面電
極と直接または間接に接続された基板と、
　前記基板における前記背面電極側の面と反対側の面に接続され、かつ前記超音波振動子
それぞれから該基板の前記貫通電極を介して電気信号を受け、少なくとも該電気信号に加
算処理を行って、該超音波振動子それぞれからの該貫通電極数よりも少ない信号路数に減
ずる電子回路と、
　前記電子回路の前記基板側の面における前記貫通電極に対応する位置に接続された端子
電極と、
　前記超音波振動子の前記反対側に配置されるとともに、該超音波振動子との間に前記基
板および前記電子回路を挟むように設けられたバッキング材と、を有し、
　前記貫通電極と前記端子電極とが導通することによって前記背面電極と前記電子回路と
が導通されること、
　を特徴とする超音波プローブ。
【請求項１０】
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　超音波の放射方向側の前面にグランド電極が、該前面の反対側の面である背面において
、信号電極が設けられ、かつ２次元的に配列される複数の超音波振動子と、該圧電体の音
響制動をなすとともに、該超音波振動子に対し背面側に配置されるバッキング材と、前記
グランド電極と共通接続される配線パターンが設けられた配線基板と、を有する超音波ト
ランスデューサの製造方法であって、
　単一の圧電材料ブロックにおける前記背面側において、縦横かつ略等間隔に、前記前面
側までへ至らない長さの切込みを形成する工程と、
　前記切込みが形成された前記圧電材料ブロック背面に、前記バッキング材との接着をす
るための接着剤を塗布する工程と、
　前記接着剤が塗布された前記背面と前記バッキング材とを圧着し、前記圧電材料ブロッ
クと該バッキング材とを接着する工程と、
　前記バッキング材が接着された前記圧電材料ブロックに対して、前記前面側から、前記
切込みに沿って分割溝を形成することにより、単一の前記圧電材料ブロックから前記２次
元配列された複数の超音波振動子を形成する工程と、
　前記２次元配列の超音波振動子に対し、前記配線基板を接合することにより、前記超音
波振動子それぞれにおける前記グランド電極を前記配線パターンに共通接続する工程と、
を備えたこと、
　を特徴とする超音波トランスデューサの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は超音波診断装置に用いられる超音波プローブに関し、特に当該超音波プローブ
に内蔵される超音波トランスデューサおよび超音波トランスデューサの製造方法の技術に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　超音波診断装置は、超音波プローブにより被検体の所望の診断部位の情報を取得するた
め、その部位に超音波を送波（送信）し、音響インピーダンスの異なる被検体内の組織境
界から反射波を受信する。このようにして、超音波プローブにより超音波を走査して、被
検体の体内組織の情報を得て画像化することにより診断を行うものである。この超音波プ
ローブは、被検体等に超音波を送波し、反射波を受波するための、超音波トランスデュー
サを有している。
【０００３】
　近年においては、超音波プローブにおける１次元アレイの超音波トランスデューサを回
転、揺動して用いる方法、または超音波振動子（圧電素子等）をマトリックス状に配列し
た２次元アレイの超音波トランスデューサを用いた電子走査式の超音波プローブによって
、３次元で超音波画像収集、表示を行うシステムの検討が進んできている。３次元の超音
波画像は、２次元画像において見逃されやすい部位の診断に有用であり、また、診断や計
測に適した断層像を得ることができ、診断精度の向上が期待できる。
【０００４】
　このような超音波プローブの一例として、その把持部の内部において電気信号の送受信
を行う電子回路が内蔵されているものがある。この超音波プローブ内に配置された電子回
路は、超音波トランスデューサにおける超音波振動子それぞれに接続されており、超音波
診断装置本体からの制御信号に基づき、送信パルスを発生させて超音波振動子それぞれに
送信する。また当該電子回路では、超音波トランスデューサが変換した電気信号に束ね処
理等を施した後、超音波診断装置本体に送信する。超音波プローブの他の例としては、接
続パターン可変な構成のスイッチを介して、複数の超音波振動子を一群として共通接続す
ることにより、当該複数の超音波振動子が一括で超音波診断装置本体の送受信回路に接続
される。
【０００５】
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　ここで、上述した従来の超音波プローブおよび超音波プローブに設けられた超音波トラ
ンスデューサの一例を図５～図１０を用いて説明する。図５～図１０は、超音波プローブ
に設けられた従来の超音波トランスデューサ、電子回路およびこれらを接続する配線基板
を示す概略図である。
【０００６】
　図５に示すように超音波トランスデューサ３００は、超音波振動子３１４が２次元状に
配列されている。また当該超音波振動子３１４それぞれに対応して、第１音響整合層３１
０がそれぞれ隣接して配置される。さらに第１音響整合層３１０における超音波振動子３
１４側の面と反対側に第２音響整合層３１１が配置される。つまり、超音波トランスデュ
ーサ３００では図５に示すように超音波振動子３１４、第１音響整合層３１０および第２
音響整合層３１１が順に積層されるように配置される。また図５に示すように、２次元配
列された超音波振動子３１４における第１音響整合層３１０側と反対側の面（以下、「背
面」という）には、複数の超音波振動子３１４全体に対し、吸音性を有する１のバッキン
グ材３１８が設けられている。このように超音波トランスデューサ３００は、バッキング
材３１８、超音波振動子３１４、第１音響整合層３１０、第２音響整合層３１１の順に積
層され、当該積層方向に超音波が放射される。
【０００７】
　また、図５に示すように超音波トランスデューサ３００おける、超音波振動子３１４と
第１音響整合層３１０と境界面（以下、「前面」という）には、グランド電極３１２が形
成される。また、超音波振動子３１４とバッキング材３１８との境界面（背面）に信号電
極３１６が設けられる。このグランド電極３１２と信号電極３１６とを異極の電極とする
ことにより、１つの超音波振動子３１４が異極の電極に挟まれることになり、電子回路か
らの電気信号により当該超音波振動子の駆動が可能となる。
【０００８】
　このような従来の超音波トランスデューサ３００においては、グランド電極３１２と送
受信回路との接続を、図６に示すようにフレキシブル配線板（Ｆｌｅｘｉｂｌｅ Ｐｒｉ
ｎｔｅｄ Ｃｉｒｃｕｉｔｓ／ＦＰＣ）３２２に形成された配線パターン（不図示）によ
って行う。すなわち、超音波振動子３１４のグランド電極３１２に隣接した第１音響整合
層３１０、第２音響整合層３１１は、導電性を有している。これらを介して当該グランド
電極３１２とフレキシブル配線板３２２の配線パターンとが接続され、かつこれらの配線
パターンは共通接続されて電子回路に導かれる。
【０００９】
　他方、当該超音波トランスデューサ３００における信号電極３１６と送受信回路とは、
図７に示すようにフレキシブル配線板３２０に形成された配線パターン３２１によって接
続される。しかしながら、２次元アレイの超音波トランスデューサでは、超音波振動子が
２次元的に配列されることにより、１次元アレイの超音波トランスデューサと比較して超
音波振動子の素子数の増大（例えば、１０倍～１００倍）をともなってしまう。この超音
波振動子数の増大によって、配線パターンの数も大幅に増加している。
【００１０】
　例えば図７に示すように、超音波トランスデューサ３００においては、超音波振動子３
１４の信号電極３１６それぞれと、配線パターン３２１とを接続するために、フレキシブ
ル配線板３２０に接続パッド３２１ａを形成する。したがって、フレキシブル配線板３２
０における各超音波振動子３１４との接続面では、２次元配列された多数の超音波振動子
３１４の数分、接続パッド３２１ａが形成される。しかし、多数の接続パッド３２１ａの
間において、さらに超音波振動子３１４の数分、配線パターン３２１を形成しなければな
らない（図７参照）。このような構成では、配線パターン３２１および接続パッド３２１
ａのピッチが非常に密となり、実現が非常に困難である。このような従来の超音波トラン
スデューサの例としては、特許文献１がある。
【００１１】
　そこで、図５～図７に示すような従来の超音波トランスデューサ３００では、バッキン



(5) JP 5591549 B2 2014.9.17

10

20

30

40

50

グ材３１８と超音波振動子３１４との間にフレキシブル配線板３２０を配置して、その配
線パターン３２１により後段の送受信回路まで接続する構成を実現するために、超音波振
動子３１４の２次元アレイ全体を複数のモジュール（超音波振動子群）に分割し、モジュ
ールごとにフレキシブル配線板３２０を設けている。
【００１２】
　すなわち、図８に示すように所定数単位の超音波振動子３１４を一纏めのモジュールと
し、そのモジュールを２次元状に配列して超音波トランスデューサ３００を形成する。こ
の図８に示すように超音波振動子３１４群からなる１モジュール毎にフレキシブル配線板
３２０を割り当てることにより、１モジュールに割り当てられる配線パターン３２１の数
を、減らしている。このように構成することにより、モジュールそれぞれに応じて配置さ
れた中継基板３３０上の送受信回路３３２、３３４と、超音波振動子３１４の信号電極３
１６との接続が可能となる。
【００１３】
　この図８に示すような超音波トランスデューサ３００においては、各モジュール間にお
いてそれぞれのフレキシブル配線板３２０、３２２が介在する。例えば図８に示す超音波
振動子３１４モジュール間には、相互のフレキシブル配線板３２０、３２２が合わせて４
枚介在している。したがってモジュール内の各超音波振動子３１４間のピッチＬ１（図８
）に比較して、隣接する超音波振動子３１４モジュール間のピッチＬ２が長くなってしま
う。すなわち、モジュールの端に配置された素子と、当該素子に隣接する他のモジュール
の端の素子とが、その間に介在するフレキシブル配線板３２０、３２２の分だけ離れてし
まう。
【００１４】
　しかし、超音波振動子３１４間のピッチが大きくなればなるほどサイドローブによるア
ーチファクトの影響が大きくなり、超音波画像の信頼性に問題が生じるおそれがある。さ
らに、超音波振動子３１４間にフレキシブル配線板３２０、３２２が複数介在すると、モ
ジュール相互の位置精度が悪化するおそれがある。結果としてパルスの遅延制御に影響し
て超音波ビームの収束・偏向の精度が悪化してしまう場合がある。また、超音波トランス
デューサの製造工程において、超音波振動子モジュールを形成する工程が増え、煩雑であ
るとともに、コストアップを招来してしまう。またフレキシブル配線板３２０、３２２の
増加によって、超音波プローブの大型化にもつながるおそれがある。
【００１５】
　そこで、この図５～図７や、図８に示すような超音波トランスデューサ３００に対し、
バッキング材内に電極リードを埋設し、当該バッキング材内の超音波放射方向側と反対側
の面に電極リードを露出させる構成の超音波トランスデューサが提案されている（例えば
特許文献２）。このような超音波トランスデューサにおける超音波振動子の電極と超音波
診断装置との接続構成を図９を参照して説明する。図９は、従来の超音波トランスデュー
サの構成を示す概略断面図である。
【００１６】
　図９に示す超音波トランスデューサ３００は、バッキング材３１８の内部において、超
音波振動子３１４の信号電極３１６と接続された例えば針状の電極リード３２５が埋設さ
れている。この電極リード３２５は、バッキング材３１８における超音波振動子３１４と
の境界面から、バッキング材３１８内を通過して反対側の端面まで到達し、当該端面に露
出される。またバッキング材３１８の当該端面に隣接して電子回路３３６が配置される。
さらにこの電子回路３３６とバッキング材３１８の端面に露出した電極リード３２５の端
部とを導電接着し、電子回路３３６と電極リード３２５とを接続することにより、信号電
極３１６と電子回路３３６とを導通させることが可能となる。
【００１７】
　図９に示す超音波トランスデューサ３００では、２次元配列された多数の超音波振動子
３１４からの信号を電子回路３３６によって束ね処理を行ってから、超音波診断装置本体
側へ伝送する。したがって、図９における超音波トランスデューサ３００は、図８の超音
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波トランスデューサのように超音波振動子３１４のモジュールを形成することなく、フレ
キシブル配線板３２０上に形成する配線パターンのピッチが極端に密になってしまう事態
を防止している。
【００１８】
　しかし、図９に示す超音波トランスデューサ３００においては電極リード３２５をバッ
キング材３１８内に埋設させることによって以下の問題が生じうる。すなわち、バッキン
グ材３１８は、超音波振動子３１４の音響制動のために設けられるものであり、バッキン
グ材３１８本来の音響特性に影響しないように電極リード３２５を埋設させる作業は困難
である。また実現したとしてもその製造工程は煩雑である。
【００１９】
　また、各電極リード３２５間のクロストークを回避しなければならないが、電極リード
３２５それぞれは、超音波振動子３１４の配列ピッチとほぼ等間隔に形成されるものであ
るため、クロストーク回避のために電極リード３２５相互の間隔を確保することは困難で
ある。さらに、バッキング材３１８は、超音波振動子３１４の音響制動のためにある程度
の長さを有するように構成されるものであるが、バッキング材３１８に埋設される電極リ
ード３２５の長さが長くなると、クロストークが生じてしまうおそれがある。また、電極
リード３２５の両端を、バッキング材３１８における各端面から露出させるように処理す
る工程は非常に煩雑である。
【００２０】
　上述した図６、図８、図９に示すような超音波トランスデューサの他、従来、超音波振
動子３１４の背面に直接、電子回路３２７を配置、接続する構成の超音波トランスデュー
サが提案されている（例えば、図１０、特許文献３参照）。図１０に示すように、この超
音波トランスデューサ３００は、超音波振動子３１４における信号電極３１６の背面側に
電子回路３２７を隣接して配置するとともに、当該電子回路３２７とバッキング材３１８
との間にフレキシブル配線板３２０が配置される構造となっている。この超音波トランス
デューサ３００では、各超音波振動子３１４ごとの信号電極３１６と電子回路３２７が接
続されており、電子回路３２７は多数の信号を束ねる処理を行う。当該処理された信号は
、電子回路３２７のさらに背面に配置されたフレキシブル配線板３２０を介して伝送され
る。したがって図１０に示すような超音波トランスデューサ３００では、バッキング材３
１８内に電極リードを埋設する必要もなく、かつ超音波振動子３１４直下で信号路数を減
ずる処理を行うので、電気信号の伝送についての配線に関する困難性が解消される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００２１】
【特許文献１】特開２００５－３４２３３７号公報
【特許文献２】特開２００２－２７５９３号公報
【特許文献３】特表２００７－５１５２６８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００２２】
　図１０に示すような従来の超音波トランスデューサ３００においては、電子回路３２７
が、前面側に接続された信号電極３１６から入力を受け、背面側に接続されたフレキシブ
ル配線板３２０の配線パターンに出力する。このため、電子回路３２７には前面側および
背面側の両面において接続をとる電極が必要となる。超音波トランスデューサ３００にお
いてこのような電子回路３２７を実現するための半導体プロセスとして、例えばシリコン
貫通電極（ＴＳＶ／Ｔｈｒｏｕｇｈ　Ｓｉｌｉｃｏｎ　Ｖｉａ）がある。
【００２３】
　ここで、図１０に示すような超音波トランスデューサ３００においては、超音波振動子
３１４とバッキング材３１８の間に電子回路３２７配置される。この電子回路３２７は半
導体物質（シリコン等）によって構成されているものである。この半導体物質は、音響イ
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ンピーダンス等、音響特性の点で超音波振動子３１４、バッキング材３１８と適合しない
おそれがある。例えば、シリコンの音響インピーダンス（ａｃｏｕｓｔｉｃ ｃｈａｒａ
ｃｔｅｒｉｓｔｉｃ ｉｍｐｅｄａｎｃｅ）Ｚは、１９．５ＭＲａｙｌ程度である。これ
に対し、一般的なＰＺＴ系圧電材料による超音波振動子３１４の音響インピーダンスは３
５ＭＲａｙｌ程度であり、大きな差がある。このような場合は、界面での反射率が大きく
、反射による影響を及ぼしてしまう。結果、超音波トランスデューサによる超音波の送受
信に支障をきたすおそれがある。
【００２４】
　したがって、図１０のような超音波トランスデューサ３００においては、電子回路３２
７における前面側から背面側へ向かう方向における長さを極力短く、つまり厚さを薄くす
ることにより、超音波の送受信に対する電子回路３２７の音響特性の影響を可能な限り低
減させ、生成される超音波画像に支障をきたす事態を回避しなければならない。
【００２５】
　しかし、電子回路３２７による音響的な影響を少なくするとともに、信号電極３１６と
フレキシブル配線板３２０の配線パターンとの接続をするシリコン貫通電極を実現するこ
とは、当該電子回路３２７の厚さの点で困難である。すなわち、電子回路３２７による音
響的な影響を低減させるために肉薄に形成すると、シリコン貫通電極を用いることが困難
となり、電子回路３２７の両面の接続を取ることが困難となる。他方、電子回路３２７に
おいてシリコン貫通電極を用いることを前提とすると、厚さが増加するので電子回路３２
７による音響的な影響により、超音波の送受信に支障をきたすおそれがある。
【００２６】
　この発明は、以上の問題点に鑑みてなされたものであって、その目的は、超音波トラン
スデューサにおける超音波振動子の数が増加しても、超音波診断装置本体と超音波振動子
との接続が困難となる事態を回避するとともに、超音波トランスデューサの超音波の送受
信を確実に行うことが可能な超音波トランスデューサを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００２７】
　上記の課題を解決するための請求項１に記載の発明は、超音波の放射方向側の前面およ
び該前面の反対側の面である背面において、それぞれ前面電極および背面電極が設けられ
るとともに圧電性を有する複数の超音波振動子と、前記超音波振動子の前記背面側に配置
され、前記背面電極それぞれに対応する位置において前記放射方向側の面から反対側の面
へ貫通する貫通電極が設けられ、かつ前記背面電極と直接または間接に接続された基板と
、前記基板における前記背面電極側の面と反対側の面に接続され、かつ前記超音波振動子
それぞれから該基板の前記貫通電極を介して電気信号を受け、少なくとも該電気信号に加
算処理を行って、該超音波振動子それぞれからの該貫通電極数よりも少ない信号路数に減
ずる電子回路と、前記電子回路の前記基板側の面における前記貫通電極に対応する位置に
接続された端子電極と、前記超音波振動子の前記反対側に配置されるとともに、該超音波
振動子との間に前記基板および前記電子回路を挟むように設けられたバッキング材と、を
備え、前記貫通電極と前記端子電極とが導通することによって前記背面電極と前記電子回
路とが導通されること、を特徴とする超音波トランスデューサである。
　また、上記の課題を解決するための請求項９に記載の発明は、超音波トランスデューサ
を有する超音波プローブであって、前記超音波トランスデューサが、超音波の放射方向側
の前面および該前面の反対側の面である背面において、それぞれ前面電極および背面電極
が設けられるとともに圧電性を有する複数の超音波振動子と、前記超音波振動子の前記背
面側に配置され、前記背面電極それぞれに対応する位置において前記放射方向側の面から
反対側の面へ貫通する貫通電極が設けられ、かつ前記背面電極と直接または間接に接続さ
れた基板と、前記基板における前記背面電極側の面と反対側の面に接続され、かつ前記超
音波振動子それぞれから該基板の前記貫通電極を介して電気信号を受け、少なくとも該電
気信号に加算処理を行って、該超音波振動子それぞれからの該貫通電極数よりも少ない信
号路数に減ずる電子回路と、前記電子回路の前記基板側の面における前記貫通電極に対応
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する位置に接続された端子電極と、前記超音波振動子の前記反対側に配置されるとともに
、該超音波振動子との間に前記基板および前記電子回路を挟むように設けられたバッキン
グ材と、を有し、前記貫通電極と前記端子電極とが導通することによって前記背面電極と
前記電子回路とが導通されること、を特徴とする。
【発明の効果】
【００２８】
　請求項１および１０に記載の発明によれば、超音波プローブの超音波トランスデューサ
において、超音波振動子の背面に基板が設けられ、その基板のさらにバッキング材側に電
子回路が設けられ、当該電子回路が超音波振動子からの電気信号に加算処理をして信号路
数を減ずるように構成されている。すなわち、超音波振動子の近傍において、超音波振動
子からの信号路数を減ずる処理が可能である。したがって超音波振動子数が増加した場合
でも、バッキング材の製造工程を煩雑にすることなく、配線ピッチを確保し、配線が困難
となる事態を解消することが可能となる。さらに、電子回路の電気信号の入出力のために
、電子回路に貫通電極を形成する必要がないため、電子回路による音響的な影響を低減さ
せることが可能であり、結果として超音波の送受信に支障をきたすおそれを回避すること
が可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】この発明の実施形態にかかる超音波トランスデューサを側方から見た状態を示す
概略斜視図である。
【図２】図１における超音波トランスデューサの概略Ａ－Ａ断面図である。
【図３】この発明の実施形態にかかる超音波トランスデューサにおいて、背面電極、フレ
キシブル配線板および電子回路が接続された状態を示す、図２の概略部分拡大断面図であ
る。
【図４】（Ａ）は、この発明の実施形態にかかる超音波トランスデューサの製造工程にお
いてフレキシブル配線板の接続パッドと、電子回路の端子電極の位置合わせがされた状態
を示す概略断面図である。（Ｂ）は、この発明の実施形態にかかる超音波トランスデュー
サの製造工程において、図４（Ａ）における位置合わせの後、接続パッドと導電接続部が
接続された状態を示す概略断面図である。
【図５】超音波プローブに設けられた従来の超音波トランスデューサおよび、当該超音波
トランスデューサと電子回路とを接続する配線基板を示す概略斜視図である。
【図６】超音波プローブに設けられた従来の超音波トランスデューサおよび、当該超音波
トランスデューサと電子回路とを接続する配線基板を示す概略斜視図である。
【図７】超音波プローブに設けられた従来の超音波トランスデューサにおけるバッキング
材と、配線基板および配線パターンとを示す概略斜視図である。
【図８】超音波プローブに設けられた従来の超音波トランスデューサ、電子回路およびこ
れらを接続する配線基板を示す概略断面図である。
【図９】超音波プローブに設けられた従来の超音波トランスデューサ、電子回路、これら
を接続する配線リードおよび配線基板を示す概略断面図である。
【図１０】超音波プローブに設けられた従来の超音波トランスデューサ、電子回路および
これらを接続する配線基板を示す概略断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００３０】
　以下、この発明の実施形態にかかる超音波トランスデューサおよび超音波プローブにつ
き、図１～４を参照して説明する。
【００３１】
　図１は、この発明の実施形態にかかる超音波トランスデューサ１００を側方から見た状
態を示す概略斜視図である。また、図２は、図１における超音波トランスデューサ１００
の概略断面図である。以下、本実施形態にかかる超音波トランスデューサ１００の構成に
ついて説明する。なお、各図に示される超音波トランスデューサ１００において超音波振
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動子１１４の配列数が異なるが、当該各図における当該配列数は概念上示されるものであ
り、実際と異なるものである。
【００３２】
（超音波トランスデューサの概略構成）
　図１に示すように、この実施形態にかかる超音波トランスデューサ１００は、超音波振
動子（圧電素子等）１１４に隣接して第１音響整合層１１０が設けられる。さらに第１音
響整合層１１０における超音波振動子１１４側と反対側の面に隣接して第２音響整合層１
１１が設けられる。また、超音波振動子１１４における第１音響整合層１１０側と反対側
にはバッキング材１１８（負荷材相）が設けられ、かつこのバッキング材１１８と超音波
振動子１１４との間には、当該超音波振動子１１４からバッキング材１１８へ向かって順
に、フレキシブル配線板１２０、電子回路（１１７ａ、１１７ｂ）、背面整合層１３０が
設けられている。
【００３３】
　また図１に示すように、超音波振動子１１４において、第１音響整合層１１０と隣接す
る前面には前面電極１１２が設けられる。さらに当該前面に対して反対側となる背面にお
いて背面電極１１６が設けられる。本実施形態においては、例えば前面電極１１２をグラ
ンド電極とし、かつ当該前面電極１１２それぞれを、図２に示す配線基板１２３上に形成
された配線パターン（不図示）によって共通接続する構成としてもよい。
【００３４】
　この配線基板１２３における配線パターンは、図２に示すような配線基板１２３とフレ
キシブル配線板１２０とを導通させる導電接着部１２４を介して、フレキシブル配線板１
２０の配線パターンに接続される。このような構成によって前面電極１１２に送受信され
る信号は、超音波送受信本体との間で、配線基板１２３およびフレキシブル配線板１２０
に形成された当該配線パターンによって伝送される。
【００３５】
　この超音波トランスデューサ１００では、超音波診断装置本体から送信された信号に基
づき、フレキシブル配線板１２０および配線基板１２３を介して前面電極１１２と背面電
極１１６とに電圧が印加される。超音波振動子１１４それぞれは、この前面電極１１２と
背面電極１１６との間に印加された電気信号を超音波パルスに変換する。変換された超音
波パルスは、第１音響整合層１１０、第２音響整合層１１１および音響レンズ（不図示）
を通して被検体へ送波される。その後、超音波トランスデューサ１００が被検体からの反
射波を受波すると、当該受波した反射波を信号に変換する。当該変換された背面電極１１
６それぞれからの信号は、対応する電子回路１１７ａ、電子回路１１７ｂにそれぞれ送信
される。当該検出された信号は電子回路１１７ａ、１１７ｂそれぞれにより、加算処理さ
れ、信号路数を減じられた上で、フレキシブル配線板１２０を介して超音波診断装置本体
に伝送される。詳細については後述する。
【００３６】
　なお、この超音波トランスデューサ１００における超音波振動子１１４としては、ＰＺ
Ｔ（チタン酸ジルコン酸鉛／Ｐｂ（Ｚｒ，Ｔｉ）Ｏ3）、チタン酸バリウム（ＢａＴｉＯ3

 ）、ＰＺＮＴ（Ｐｂ（Ｚｎ１／３Ｎｂ２／３）Ｏ３－ＰｂＴｉＯ３）単結晶、ＰＭＮＴ
（Ｐｂ（Ｍｇ１／３Ｎｂ２／３）Ｏ３－ＰｂＴｉＯ３）単結晶等を用いた圧電素子等によ
ることが可能である。また、この実施形態におけるフレキシブル配線板１２０は、本発明
にかかる「基板」の一例に該当する。以下、本実施形態の超音波トランスデューサ１００
における各部の構成についてそれぞれ説明する。
【００３７】
（超音波振動子－バッキング材間の構成）
　次に、本実施形態にかかる超音波トランスデューサ１００における超音波振動子１１４
背面とバッキング材１１８前面との間の構成について、図１～図３を参照して説明する。
図３は、この発明の実施形態にかかる超音波トランスデューサ１００において、背面電極
１１６、フレキシブル配線板１２０および電子回路１１７ａ、１１７ｂが接続された状態
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を示す、図２の概略部分拡大断面図である。
【００３８】
　図１および図２に示すように超音波トランスデューサ１００の超音波振動子１１４の背
面に隣接してフレキシブル配線板１２０が設けられる。このフレキシブル配線板１２０と
しては、いわゆるＦＰＣ（Ｆｌｅｘｉｂｌｅ　Ｐｒｉｎｔｅｄ　Ｃｉｒｃｕｉｔｓ）が用
いられる。またこのフレキシブル配線板１２０には図示しない配線パターンが形成される
。この配線パターンを通じて超音波診断装置本体から超音波パルスの送信を行うための信
号を受け、また被検体から受信した信号を超音波診断装置本体へ送信する。また本実施形
態において、この配線パターンは、フレキシブル配線板１２０におけるバッキング材１１
８側の面に設けられる。ただし、バッキング材１１８側の面に限らず、超音波振動子１１
４側の面でもよく、また両面に設けられていてもよい。なお、フレキシブル配線板１２０
の前面、背面間の導通は、スルーホールまたは、ビアホール等によってなされるものであ
る。
【００３９】
　また、図１および図２に示すように超音波トランスデューサ１００のフレキシブル配線
板１２０のバッキング材１１８側の面に隣接して電子回路１１７ａ、１１７ｂが設けられ
る。この電子回路１１７ａ、１１７ｂとしては、厚さが約０．０５ｍｍ～０．３ｍｍのベ
アチップが用いられる。電子回路１１７ａ、１１７ｂの厚さを、０．０５ｍｍ～０．３ｍ
ｍ程度に薄くすれば、シリコンウェファによって構成されるベアチップであっても、超音
波振動子１１４およびバッキング材１１８との音響特性のギャップによる、超音波の送受
信に対する影響を可能な限り低減させ、生成される超音波画像に支障をきたす事態を回避
することが可能となる。
【００４０】
　なお、電子回路１１７ａ、１１７ｂの厚さの範囲は、約０．０５ｍｍが製造限界であり
、また０．３ｍｍが、超音波振動子１１４およびバッキング材１１８との音響インピーダ
ンスのギャップの許容できる範囲である。
【００４１】
　また図１および図２に示すように、電子回路１１７ａ、１１７ｂは、バッキング材１１
８から超音波振動子１１４へ向かう方向と直交する方向に、超音波振動子１１４とバッキ
ング材１１８との間で並列配置されるものである。このように電子回路１１７ａ、１１７
ｂが並列配置されたとき、図１および図２に示すように、電子回路１１７ａの長さと電子
回路１１７ｂの長さとを合わせた長さは、超音波振動子１１４の２次元アレイ全体の一端
から他端までの長さより長くなる。
【００４２】
　またこの電子回路１１７は、スイッチ回路として構成されることが可能である。例えば
当該電子回路１１７により、超音波トランスデューサ１００における全ての超音波振動子
１１４による２次元配列全体を、Ｍ×Ｎ個の複数ブロック（サブアレイ等）に分割して、
超音波の送受信制御を行うように構成することが可能である。この場合は、整相加算回路
（不図示）に送信される信号路数を大幅に減ずることができる。
【００４３】
　仮に本実施形態にかかる超音波トランスデューサ１００が３０７２個の超音波振動子１
１４によって構成されているものとし、かつこの超音波振動子１１４の２次元アレイを、
電子回路１１７によって１６個のブロックに分割して制御するものとする。この場合、各
超音波振動子１１４における背面電極１１６からの信号路数は３０７２本、存在するが、
電子回路１１７によって束ねられると、１９２本の信号路数に減縮される。したがって、
２次元アレイの超音波トランスデューサ１００において超音波振動子１１４の数が膨大で
あっても、フレキシブル配線板１２０の配線パターンのピッチが狭くなり過ぎないので、
各超音波振動子１１４と整相加算を行う送受信回路（ビームフォーマ等）との配線が容易
となる。さらに、当該配線パターン間のクロストークを回避することが可能となる。なお
、本実施形態におけるこのような電子回路１１７ａ、１１７ｂの処理は、本発明にかかる
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「加算処理」の一例に該当する。
【００４４】
　また、電子回路１１７を整相加算回路とすることも可能である。すなわちこのような電
子回路１１７であれば、各超音波振動子１１４が変換した信号を受けて増幅し、複数本の
信号線ごとに所定の遅延量で遅延させる遅延処理が行われた後、当該複数本の信号線の信
号を１本に束ねる加算処理が行われることにより整相加算され、さらにデジタル信号化さ
れて受信データとなる。またこれに限らず、電子回路１１７が、各超音波振動子１１４が
変換した信号を、デジタル化してから整相加算を行うように構成してもよい。このような
電子回路１１７ａ、１１７ｂの処理は、本発明にかかる「加算処理」の一例に該当する。
【００４５】
　すなわち電子回路１１７は、デジタル化した検出信号を一旦メモリに記憶させる。電子
回路１１７はその後、この検出信号に、所定の深さからの超音波反射波を集束するための
集束用遅延時間と、超音波反射波の受信指向性を順次変更して被検体を走査するための偏
向用遅延時間が与えられる。さらにこのようなビームフォーミングされた出力に対し、整
相加算（所定の方向から得られた受信信号を、位相を合わせて加算）処理がなされる。こ
のように整相加算された検出信号は、電子回路１１７ａ、１１７ｂとフレキシブル配線板
１２０との接続部分を介して、フレキシブル配線板１２０の配線パターン（不図示）を通
り、超音波診断装置本体へと伝送される。このように電子回路１１７ａ、１１７ｂを整相
加算回路とすることにより、フレキシブル配線板１２０の配線パターンの本数を大幅に低
減でき、実装がさらに容易となる。
【００４６】
　また、この電子回路１１７と、フレキシブル配線板１２０と、超音波振動子１１４の背
面電極１１６とは、図３に示すような構造によって接続される。すなわち、フレキシブル
配線板１２０における前面側には、超音波トランスデューサ１００における超音波振動子
１１４の２次元配列と同じ配列で、接続パッド（不図示）が設けられている。さらにその
接続パッドには、図３に示すような貫通電極１２１（スルーホールまたはビアホール）が
設けられている。したがって、フレキシブル配線板１２０前面側の接続パッドは、貫通電
極１２１によって、フレキシブル配線板１２０の背面側（バッキング材１１８側）と導通
されている。
【００４７】
　また図３に示すように、フレキシブル配線板１２０における背面側には、貫通電極１２
１が設けられている位置に対応して接続パッド１２２が設けられている。したがって、接
続パッド１２２は、貫通電極１２１と同じ配列であるとともに、超音波振動子１１４と同
じ配列で、当該背面側に配列されている。また、同じく一方の電子回路１１７ａの前面側
には、フレキシブル配線板１２０の背面側の接続パッド１２２と同じ配列で、第１端子電
極１１７ｃが、他方の電子回路１１７ｂには第１端子電極１１７ｄがそれぞれ設けられて
いる。なお、本実施形態にかかる第１端子電極１１７ｃ、１１７ｄは、本発明にかかる「
端子電極」の一例に該当する。
【００４８】
　またこれらの第１端子電極１１７ｃ、１１７ｄは、フレキシブル配線板１２０の接続パ
ッド１２２と位置合わせをされた上で、例えばフリップチップ実装により、図３および図
４に示すように導電接続部１１９によって接続される。この導電接続部１１９は導電性の
バンプ等によって構成される。なお、図示しないがフレキシブル配線板１２０と電子回路
１１７との機械的な接続強度を確保するために、導電接続部１１９の周囲において、フレ
キシブル配線板１２０と電子回路１１７と樹脂等によって接着し補強することも可能であ
る。
【００４９】
　したがって、電子回路１１７ａ、１１７ｂは、第１端子電極１１７ｃ、１１７ｄ、導電
接続部１１９、接続パッド１２２、貫通電極１２１、フレキシブル配線板１２０の前面側
の接続パッド（不図示）を通じて、各超音波振動子１１４の背面電極１１６それぞれと導
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通されている。
【００５０】
　さらに電子回路１１７ａ、１１７ｂの前面側における、背面電極１１６と重なり合わな
い部分には、第２端子電極１１７ｅ、１１７ｆが設けられている。この「重なり合わない
部分」とは、超音波振動子１１４の２次元配列の最も外側にある超音波振動子１１４の行
または列よりさらに外側であり、図２において説明すれば、右端の超音波振動子１１４よ
りさらに右側の部分および、左端の超音波振動子１１４よりさらに左側の部分である。言
い換えると、超音波振動子１１４が存在しない部分と重ね合わせられた部分である。なお
、超音波振動子１１４の２次元配列の外側に駆動されない素子（音響的に無効な素子）が
配列されている場合は、その駆動されない素子と重なり合う部分が、上記「重なり合わな
い部分」に含まれる。
【００５１】
　第１端子電極１１７ｃ、１１７ｄに対し、この第２端子電極１１７ｅ、１１７ｆそれぞ
れは、電子回路１１７ａ、１１７ｂが処理した検出信号をフレキシブル配線板１２０の配
線パターンに出力するものである。すなわち、第１端子電極１１７ｃ、１１７ｄの接続と
同様に、第２端子電極１１７ｅ、１１７ｆは、導電接続部１１９によってフレキシブル配
線板１２０における接続パッド１２２と導通されている。この第２端子電極１１７ｅ、１
１７ｆに接続された接続パッド１２２は、フレキシブル配線板１２０の配線パターンに接
続されており、電子回路１１７ａ、１１７ｂから出力された信号は、当該配線パターンを
介して、超音波診断装置本体側へ伝送される。
【００５２】
　なお、本実施形態にかかる第２端子電極１１７ｅ、１１７ｆと接続される接続パッド１
２２は、本発明にかかる「端子」の一例に該当する。
【００５３】
　本実施形態における電子回路１１７ａ、１１７ｂは、超音波振動子１１４側の前面のみ
に第１端子電極１１７ｃ、１１７ｄ、および第２端子電極１１７ｅ、１１７ｆ電極を露出
する構成である。したがって、電子回路１１７ａ、１１７ｂに貫通電極（スルーホール、
ビアホール等）を形成する必要がなく、かつ背面側に電極を露出させる必要が無いので、
電子回路１１７としてシリコンウェファによるベアチップを用いる場合、例えば背面側の
シリコン層を研磨することにより、例えば５０μｍ程度の極めて薄いチップを形成するこ
とができる。結果として、超音波の送受信に対する影響を可能な限り低減させ、生成され
る超音波画像に支障をきたす事態を回避することが可能となる。
【００５４】
　以上から、超音波トランスデューサ１００が被検体からの反射波を受波すると、超音波
トランスデューサ１００は次のように作用する。すなわち受波した反射波は、超音波振動
子１１４それぞれにより、電気信号に変換される。変換された電気信号は背面電極１１６
から、フレキシブル配線板１２０の前面側接続パッド（不図示）から、貫通電極１２１を
介してフレキシブル配線板１２０の接続パッド１２２へ伝送される。さらに接続パッド１
２２に伝送された電気信号は導電接続部１１９および第１端子電極１１７ｃ、１１７ｄを
通じて電子回路１１７ａ、１１７ｂへ伝送される。電子回路１１７ａ、１１７ｂは、複数
の信号を束ね処理するか、または整相加算処理を行う。さらに、まとめられた信号は、電
子回路１１７ａ、１１７ｂの第２端子電極１１７ｅ、１１７ｆを通じて対応する接続パッ
ド１２２へ出力される。
【００５５】
　また、電子回路１１７ａ、１１７ｂのさらに背面側、つまり電子回路１１７ａ、１１７
ｂとバッキング材１１８との間には、図２に示すように背面整合層１３０が設けられる。
この背面整合層１３０は、電子回路１１７ａ、１１７ｂよりさらに薄く形成されるもので
ある。この背面整合層１３０は、バッキング材１１８より音響インピーダンスが小さい材
質、電子回路１１７ａ、１１７ｂに対して軽い材質が用いられる。このような特性を有す
る背面整合層１３０の材料としては、ポリイミド、ポリエステル等の樹脂をフィルム状に
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成型したものが好適である。このような背面整合層１３０によれば、バッキング材１１８
と、電子回路１１７の音響特性のギャップを吸収し、低減させることが可能となる。結果
として、超音波振動子１１４とバッキング材１１８との間に、フレキシブル配線板１２０
および電子回路１１７といった構造体が存在しても、音響特性の不整合による超音波の送
受信に対する影響を低減または解消することが可能となる。
【００５６】
　なお、フレキシブル配線板１２０と超音波診断装置本体とは例えば次のような構成によ
り接続される。すなわちフレキシブル配線板１２０の一端側にケーブル接続基板を設け、
かつ超音波診断装置本体へ接続されたケーブルの他端を当該接続基板に接続する。さらに
ケーブル接続基板のコネクタと、フレキシブル配線板１２０の配線パターンを接続する。
このような構成によれば、電子回路１１７ａ、１１７ｂによってまとめられた信号は、フ
レキシブル配線板１２０の配線パターン、ケーブル接続基板、ケーブルを通して超音波診
断装置本体へ伝送される。
【００５７】
　また、本実施形態における超音波トランスデューサ１００においては、超音波振動子１
１４の背面電極１１６に直接、フレキシブル配線板１２０の前面側接続パッド（不図示）
が隣接して接続されているが、本発明における超音波トランスデューサはこれに限られな
い。例えば、超音波振動子１１４の背面側に導電性を有する中間整合層（不図示）を設け
、背面電極１１６と当該フレキシブル配線板１２０の前面側接続パッドとを導通させる構
成を採ることも可能である。この中間整合層としては、ＰＺＮＴ単結晶やＰＭＮＴ単結晶
による超音波振動子１１４と比較して、高インピーダンスの材料が用いられる。例えば、
タングステンカーバイド等の重く硬い金属炭化物や、白金・イリジウム等の重金属が用い
られる。またこの中間整合層における、バッキング材１１８から超音波振動子１１４へ向
かう方向の長さ、すなわち中間整合層の厚さはその材質によって異なるが、概ね１／４波
長程度である。この中間整合層を設けることにより超音波トランスデューサ１００が背面
側に超音波を放射してしまう事態を回避し、超音波ビームの指向性を向上させることが可
能となる。
【００５８】
（バッキング材）
　図１および図２に示すように、この実施形態にかかる超音波トランスデューサ１００の
バッキング材１１８は、当該バッキング材１１８から超音波振動子１１４へ向かう方向と
直交する方向の長さは、超音波振動子１１４の２次元アレイ全体の一端から他端までの長
さより長く形成される。このようにバッキング材１１８を超音波振動子１１４より幅広に
形成することにより、並列配置された電子回路１１７ａ、１１７ｂを背面側から支持して
いる。
【００５９】
　またバッキング材１１８は、超音波パルスの送波の際に、超音波の照射方向と反対側に
放射される超音波パルスを吸収し、各超音波振動子１１４それぞれの余分な振動を抑える
。このような観点から、電子回路１１７ａ、１１７ｂとしてシリコンウェファによるベア
チップが用いられる場合は、バッキング材１１８として、多孔質のセラミックにエポキシ
等の樹脂を含漬したものを用いることができる。このような材料によるバッキング材１１
８（約１０～１５ＭＲａｙｌ）は、シリコンウェファ（約１９ＭＲａｙｌ）に整合し、か
つ十分な減衰を得ることが可能となる。
【００６０】
（音響整合層）
　図１および図２に示すように、この実施形態にかかる超音波トランスデューサ１００は
、超音波振動子１１４の前面に隣接して、超音波の放射方向（図１、図２のＸ方向）へ順
に第１音響整合層１１０、第２音響整合層１１１が積層されている。この第１音響整合層
１１０、第２音響整合層１１１は、超音波振動子１１４それぞれと被検体との音響インピ
ーダンスの整合をとるものである。
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【００６１】
　さらに本実施形態における超音波トランスデューサ１００として、前面電極１１２をグ
ランド電極とし、かつ当該前面電極１１２それぞれを、図２に示す配線基板１２３上に形
成された配線パターン（不図示）によって共通接続する構成をとる場合は、図２に示すよ
うに第２音響整合層１１１のさらに前面側に配線基板１２３を配置し、当該配線基板１２
３の配線パターンと前面電極１１２とを導通させなければならない。このため、第１音響
整合層１１０および第２音響整合層１１１は、導電性を有する材料または、当該配線パタ
ーンと前面電極１１２とを接続するリード等を有する構成となる。音響整合層（１１０，
１１１）に用いる導電性を有する材料としては、例えばカーボンを含んだ材料を用いるこ
とが可能である。
【００６２】
　このように第２音響整合層１１１のさらに前面側に配線基板１２３を配置することによ
り、超音波振動子１１４と音響整合層（１１０，１１１）との間に余分な構造体が介在し
ないので、配線基板１２３の存在による音響的な影響を低減させる事が可能である。なお
、本実施形態における超音波トランスデューサでは、音響整合層（１１０，１１１）を２
層有しているものであるが、これに限らず１層の音響整合層とすることも可能である。た
だし、配線基板１２３をポリイミド等によって構成する場合は、本実施形態のような２層
の音響整合層を用いることが音響整合の点で好適である。
【００６３】
　前面電極１１２に対する信号の伝送は、音響整合層（１１０，１１１）を通じ、配線基
板１２３の配線パターンによってなされる。すなわち図２に示すように当該配線パターン
は、配線基板１２３に設けられた導電接着部１２４によってフレキシブル配線板１２０に
導通されており、フレキシブル配線板１２０の配線パターンにより超音波診断装置本体へ
導通されている。
【００６４】
（製造工程）
　次に、図１、図３および図４を参照して本実施形態にかかる超音波トランスデューサ１
００の製造工程について説明する。図４（Ａ）は、この発明の実施形態にかかる超音波ト
ランスデューサ１００の製造工程においてフレキシブル配線板１２０の接続パッド１２２
と、電子回路１１７の導電接続部１１９の位置合わせがされた状態を示す概略断面図であ
る。また、図４（Ｂ）は、この発明の実施形態にかかる超音波トランスデューサ１００の
製造工程において、図４（Ａ）における位置合わせの後、接続パッド１２２と導電接続部
１１９が接続された状態を示す概略断面図である。
【００６５】
（ステップ１）
　まず、図４（Ａ）に示すように、超音波振動子１１４と同じ配列で所定の位置に貫通電
極１２１等が形成されたフレキシブル配線板１２０の接続パッド１２２と、電子回路１１
７ａ、１１７ｂの第１端子電極１１７ｃ、１１７ｄおよび第２端子電極１１７ｅ、１１７
ｆとの位置合わせをする。電子回路１１７ａ、１１７ｂの第１端子電極１１７ｃ、１１７
ｄおよび第２端子電極１１７ｅ、１１７ｆにはバンプ等の導電接続部１１９を形成する。
【００６６】
（ステップ２）
　電子回路１１７ａ、１１７ｂとフレキシブル配線板１２０との位置が合わせられたら、
フリップチップ実装等により、導電接続部１１９を介して接続パッド１２２と、電子回路
１１７ａ、１１７ｂの第１端子電極１１７ｃ、１１７ｄおよび第２端子電極１１７ｅ、１
１７ｆとを接続する。
【００６７】
（ステップ３）
　また、超音波振動子１１４となる前段階の圧電材料ブロックの前面に分割されていない
前面電極１１２を、背面に分割されていない背面電極１１６を形成する。さらに超音波振
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動子１１４に対し、超音波の放射方向（図１、図２のＸ方向）へ順に分割されていない第
１音響整合層１１０、第２音響整合層１１１を積層する。
【００６８】
（ステップ４）
　超音波振動子１１４に第１音響整合層１１０、第２音響整合層１１１がそれぞれ形成さ
れた後、未だ分割されていない超音波振動子１１４、第１音響整合層１１０、第２音響整
合層１１１が積層された構造体（ブロック）の背面側に、超音波振動子１１４の２次元配
列に応じた分割切込みを形成する。この分割切込みは、行方向および列方向に形成される
。また、分割切込みの深さは、当該構造体を各超音波振動子１１４に分割してしまわない
程度に形成される。
【００６９】
（ステップ５）
　超音波振動子１１４等による構造体の背面側に、分割切込みが形成されると、次いでフ
レキシブル配線板１２０と接続された電子回路１１７をバッキング材１１８に接続する。
【００７０】
（ステップ５）
　次いで、分割切込みが形成された超音波振動子１１４等による構造体の背面側に、超音
波振動子１１４とフレキシブル配線板１２０とを接着するための接着剤１４０が設けられ
る。さらに当該構造体と、電子回路１１７およびフレキシブル配線板１２０が接続された
バッキング材１１８とを接続する。
【００７１】
（ステップ６）
　当該構造体とバッキング材１１８とが接続された後、第２音響整合層１１１側から、音
響整合層（１１０、１１１）と超音波振動子１１４の積層方向（図１のＸ方向と反対方向
）へ、当該構造体を分割する。この分割にあたっては、あらかじめ形成された分割切込み
に沿って分割を行う。
【００７２】
（ステップ７）
　次いで、図２に示すように第２音響整合層１１１のさらに前面側に配線基板１２３を配
置し、当該配線基板１２３の背面側に形成された配線パターン（不図示）によって前面電
極１１２を共通接続する。
【００７３】
　このようにあらかじめ分割切込みを設けておくことで、超音波振動子１１４等による構
造体の分割のときに、誤ってフレキシブル配線板１２０や電子回路１１７ａ、１１７ｂを
破損してしまう事態を回避することが可能となる。さらに分割切込みに接着剤１４０が入
り込み、接着強度を高めることが可能となる。
【００７４】
　なお、本実施形態においては、電子回路１１７ａ、１１７ｂとフレキシブル配線板１２
０とを接続し、次いで、構造体を形成して分割切込みを形成する。その後、バッキング材
１１８と電子回路１１７ａ、１１７ｂとを接続し、次いで分割切込みに接着剤１４０を設
けてから、バッキング材１１８と超音波振動子１１４とを接続する製造工程である。本発
明にかかる超音波トランスデューサはこの製造工程に限られない。例えば、構造体を形成
して分割切込みを形成してから、電子回路１１７ａ、１１７ｂとフレキシブル配線板１２
０とを接続してもよい。また当該構造体に、分割切込みを形成して接着剤１４０を設けて
から、バッキング材１１８と電子回路１１７ａ、１１７ｂとを接続する工程によることも
可能である。
【００７５】
（作用・効果）
　以上説明した実施形態にかかる超音波トランスデューサ１００の作用及び効果について
説明する。
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【００７６】
　上記説明したように実施形態の超音波トランスデューサ１００では、電子回路１１７ａ
、１１７ｂが信号に加算処理を行い、信号路数を減じてからフレキシブル配線板１２０に
出力するので、超音波振動子１１４の数が膨大であっても、フレキシブル配線板１２０の
配線パターンのピッチが狭くなり過ぎない。したがって、超音波トランスデューサ１００
と接続される回路（ビームフォーマ等）との配線が容易となる。さらに、当該配線パター
ン間のクロストークを回避することが可能となる。
【００７７】
　またこの電子回路１１７ａ、１１７ｂは、超音波振動子１１４側の前面のみに端子電極
（１１７ｃ、１１７ｄ、１１７ｅ、１１７ｆ）を露出する構成である。したがって、電子
回路１１７ａ、１１７ｂにビアホール等の貫通電極を形成する必要がなく、かつ電子回路
１１７ａ、１１７ｂの背面側に電極を露出させる必要が無いので、例えば電子回路１１７
ａ、１１７ｂとしてベアチップを用い、背面側を研磨することにより、極めて薄いチップ
を形成することができる。結果として音響特性のギャップによる、超音波の送受信に対す
る影響を可能な限り低減させ、生成される超音波画像に支障をきたす事態を回避すること
が可能となる。
【００７８】
　また電子回路１１７として、シリコンウェファを用いる場合、バッキング材１１８とし
て多孔質のセラミックにエポキシ等の樹脂を含漬したものを用い、バッキング材１１８の
音響インピーダンスを、シリコンウェファに整合させることができる。これにより、十分
な減衰を得ることが可能となる。
【００７９】
　また背面整合層１３０を、電子回路１１７ａ、１１７ｂとバッキング材１１８との間に
配置している。この背面整合層１３０は例えばポリイミド、ポリエステル等の樹脂をフィ
ルム上に成型したものである。これによってバッキング材１１８と、電子回路１１７ａ、
１１７ｂの音響特性のギャップを吸収し、低減させることが可能となる。結果として、超
音波振動子１１４とバッキング材１１８との間に、フレキシブル配線板１２０および電子
回路１１７ａ、１１７ｂが存在しても、音響特性の不整合による超音波の送受信に対する
影響を低減または解消することが可能となる。
【００８０】
　また、以上説明した本実施形態の超音波トランスデューサ１００は、背面電極１１６の
リードの引き出し構造として、超音波振動子１１４それぞれ、または超音波振動子１１４
ブロックの間に、配線引き出し用の基板を複数挟む構成をとる必要がないので、サイドロ
ーブが生じる問題を回避することが可能となる。
【符号の説明】
【００８１】
　１００　超音波トランスデューサ
　１１０　第１音響整合層
　１１１　第２音響整合層
　１１２　前面電極
　１１４　超音波振動子
　１１６　背面電極
　１１７、１１７ａ、１１７ｂ　電子回路
　１１７ｃ、１１７ｄ　第１端子電極
　１１７ｅ、１１７ｆ　第２端子電極
　１１８　バッキング材
　１１９　導電接続部
　１２０　フレキシブル配線板
　１２１　貫通電極
　１２２　接続パッド
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　１２３　配線基板
　１２４　導電接着部
　１３０　背面整合層
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超声换能器中的压电元件的后表面处，并且电子电路设置在基板的另一
背衬材料侧。贯通电极与电子电路的电极连接。电子电路构成为对来自
压电元件的电信号进行加法处理，从而减少信号路径的数量。

https://share-analytics.zhihuiya.com/view/c2c3ddd5-1e75-4a67-9cb4-a781bca7e0ab
https://worldwide.espacenet.com/patent/search/family/044308427/publication/JP5591549B2?q=JP5591549B2

